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令和５（2023）年度版 栃木県市町村財政の状況 

～ 令和４（2022）年度市町村普通会計決算について ～ 

 

１ 概 要                                                               

（１）決算規模  

   栃木県内25市町に係る令和４年度普通会計の決算総額は、 

     歳入 9,608億円（対前年度比：156億円減、1.6％減） 

 歳出 9,090億円（対前年度比：108億円減、1.2％減） 

 

（２）決算収支  

   実質収支は、全団体黒字で、全市町合計425億円。黒字額は、前年度と比較して49億円減少。 

 

（３）歳 入  

  繰入金、地方税、繰越金等が前年度と比較して増加 

    ・繰入金は、財政調整基金繰入金の増等により、128億円増加（＋73.3％） 

  ・地方税は、固定資産税及び市町村民税の増等により、106億円増加（＋3.4％） 

  ・繰越金は、新型コロナウイルス感染症の影響による事業の中止に伴う純繰越金の増等により、 

100億円増加（＋25.4％） 

国庫支出金、地方債、地方特例交付金等が前年度と比較して減少 

    ・国庫支出金は、子育て世帯等臨時特別支援事業費の減等により、252億円減少（△12.1％） 

  ・地方債は、臨時財政対策債の減等により、233億円減少（△76.5％） 

  ・地方特例交付金は、新型コロナウイルス減収補てん特別交付金の減等により、40億円減少（△63.6％） 

歳入に占める一般財源の割合は、51.5％（前年度と比較して1.5 ﾎﾟｲﾝﾄ増）  

   

（４）歳 出  

   ①目的別歳出 

    前年度と比較して土木費、衛生費等が増加、民生費、総務費、教育費等が減少 

     ・土木費は、宇都宮駅東口地区整備事業費及びLRT整備費の増等により、143億円増（＋13.5％） 

・民生費は、子育て世帯等臨時特別支援事業費の減等により、243億円減（△7.3％） 

②性質別歳出 

    前年度と比較して補助費等、物件費等が増加、扶助費、積立金等が減少 

・補助費等は、国民体育大会開催補助金及び物価高騰対策に係る補助金の増等により129億円増 

（＋15.0％） 

・扶助費は、子育て世帯等臨時特別支援事業費の減等により、257億円減（△11.0％） 

   

（５）財政構造の弾力性等  

・経常収支比率は、88.8％（前年度と比較して4.1ポイント増） 

・地方債現在高は、前年度と比較して72億円減（△1.1％）の6,471億円 

・基金残高は、前年度と比較して89億円増（＋4.3％）の2,154億円  

    

（６）健全化判断比率  

早期健全化基準以上の市町なし 

・実質赤字比率、連結実質赤字比率は、すべての市町で赤字がなかったため、該当なし 

・実質公債費比率は、5.5%（前年度と比較して0.1ポイント増） 

・将来負担比率は、11.8%（前年度と比較して4.5ポイント減） 

・公営企業で資金不足の生じた市町等はなし 



２　決算規模

（１）決算規模の推移
（単位：百万円、％）
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(参考)全国市区町村平均

△ 　 1億18百万円）

年度
歳入 歳出

決算額 伸び率
(参考)

全国伸び率 決算額 伸び率
(参考)

全国伸び率

818,965 1.3 0.1 785,073 1.2 0.1

856,070 4.5 2.5 815,178 3.8 2.5

1,121,775 31.0 27.2 1,079,399 32.4 27.4

976,366 △13.0 △9.6 919,833 △14.8 △10.7

*１ 普通会計……財政分析に用いられる理論上の会計区分。総務省の定める基準により各市町の会計を再構成したもの。一般会計と特別
             　 会計（公営事業会計を除く）の合算額から、各会計間の繰入れ、繰出し等、相互に重複する部分を控除したものである。
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栃木県内25市町に係る令和４年度普通会計*1の決算規模は、歳入歳出とも前年度を下回った。

歳入 9,608億円 （対前年度比 156億円減、1.6％減）

歳出 9,090億円 （対前年度比 108億円減、1.2％減）

（百万円）
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（２）市町村別普通会計決算額
（単位：百万円、％）
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※表内の数値は、表示単位未満での端数調整をしていないため、計が合わないことがある。（以下、同じ）

市町村名
歳　　入 歳　　出

決算額 増減額 伸び率 決算額 増減額 伸び率

宇都宮市 268,709 6,518 2.5 261,444 10,032 4.0

△ 5,131 △ 7.0

足利市 58,292 △ 1,632 △ 2.7 54,479 △ 2,052

△ 2,419 △ 4.0 54,077 △ 2,317

△ 3.6

栃木市 72,648 △ 4,018 △ 5.2 67,799

△ 4.1

鹿沼市 48,655 △ 1,599 △ 3.2 46,433 △ 1,178 △ 2.5

佐野市 57,393

△ 1,240 △ 1.7

日光市 44,485 △ 2,822 △ 6.0 42,406 △ 2,979

△ 83 △ 0.2 34,953 △ 79

△ 6.6

小山市 72,616 △ 1,620 △ 2.2 69,656

△ 0.2

大田原市 35,651 △ 1,341 △ 3.6 32,499 △ 1,335 △ 3.9

真岡市 38,875

992 1.9

矢板市 15,515 △ 533 △ 3.3 14,798 △ 188

△ 788 △ 3.4 20,625 △ 1,108

△ 1.3

那須塩原市 57,360 △ 98 △ 0.2 54,243

△ 5.1

那須烏山市 13,328 △ 334 △ 2.4 12,402 △ 696 △ 5.3

さくら市 22,652

△ 9,611 △ 1.2

下野市 30,523 △ 2,529 △ 7.7 27,938 △ 2,333

△ 624 △ 4.7 11,590 △ 682

△ 7.7

市 計 836,701 △ 13,297 △ 1.6 793,753

△ 5.6

益子町 9,085 △ 404 △ 4.3 8,815 △ 5 △ 0.1

上三川町 12,703

750 13.4

茂木町 9,376 622 7.1 8,267 782

3,984 34.2 14,852 4,188

10.5

市貝町 6,960 467 7.2 6,332

39.3

壬生町 17,716 △ 2,923 △ 14.2 16,955 △ 2,739 △ 13.9

芳賀町 15,635

452 7.0

野木町 9,043 △ 77 △ 0.8 8,506 △ 50

△ 1,785 △ 14.0 10,547 △ 1,667

△ 0.6

塩谷町 7,881 467 6.3 6,902

△ 13.7

那須町 15,024 △ 799 △ 5.0 13,819 △ 994 △ 6.7

高根沢町 10,933

那珂川町 9,722 △ 1,218 △ 11.1 8,666 △ 1,254

909,003 △ 10,830

△ 12.6

町 計 124,078 △ 2,289 △ 1.8 115,250 △ 1,219 △ 1.0

△ 1.2県　　　　　計 960,780 △ 15,586 △ 1.6
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３　決算収支

（１）決算収支の状況

形式収支（歳入総額－歳出総額）・・・・・・・・・・・・・・・・・・・全団体黒字

実質収支（形式収支－翌年度に繰り越すべき財源）・・・・・・・・・・・全団体黒字

単年度収支*2（R４年度実質収支－R３年度実質収支）・・・・・・・・・・・17団体が赤字

実質単年度収支*3（単年度収支＋積立金＋繰上償還金－積立金取崩額）・・・14団体が赤字

（単位：百万円、％）

（２）決算収支の推移
（単位：百万円、％）

区分 令和４年度 令和３年度 増減額 伸び率

1 歳入総額 960,780 976,366 △ 15,586 △ 1.6

2 歳出総額 909,003 919,833 △ 10,830 △ 1.2

3 形式収支　　　　　（1－2） 51,777 56,533 △ 4,756 △ 8.4

4 翌年度に繰り越すべき財源 9,243 9,118 124 1.4

5 実質収支　　　　　（3－4） 42,534 47,415 △ 4,880 △ 10.3

6 単年度収支 △ 4,880 14,861 △ 19,741 △ 132.8

7 積立金 10,197 11,767 △ 1,570 △ 13.3

8 繰上償還金 53 16 37 232.5

9 積立金取崩額 13,423 2,652 10,771 406.2

10 実質単年度収支（6＋7＋8－9） △ 8,054 23,992 △ 32,045 △ 133.6

実質収支 単年度収支 実質単年度収支

決算額 伸び率 (参考)
全国伸び率

決算額 赤字団体数 決算額 赤字団体数

H30 25,325 △ 6.4 △4.2 △ 1,738 11/25 △ 5,342 13/25

年度

R元 26,476 4.5 1.9 1,151 13/25 △ 13,298 21/25

R２ 32,517 22.8 17.4 6,065 5/25 7,654 ７/25

R３ 47,415 45.8 0.4 14,861 5/25 23,992 ０/25

R４ 42,534 △ 10.3 △11.4 △ 4,880 17/25 △ 8,054 14/25

*１ 実質収支……形式収支から翌年度に繰り越すべき財源を差し引いたもの。これが赤字だと「赤字団体」と称される。純余剰または純損
              　失を表す。

*２ 単年度収支……当該年度の実質収支から前年度の実質収支を差し引いたもので、当該年度のみの収支を明らかにしようとするもの。

*３ 実質単年度収支……単年度収支に、実質的な黒字要素である財政調整基金積立額・地方債繰上償還額を加え、実質的な赤字要素である
　　　　　　　　　　　財政調整基金取崩額を控除したもの。

実質収支*1は、425億円（対前年度比 49億円減、10.3％減）で、全団体が黒字。
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４　歳入

（１）歳入
（単位：百万円、％）

   ・増加

①繰入金 ＋ ＋

②地方税 ＋ ＋

③繰越金 ＋ ＋

   ・減少

①国庫支出金 △ △

②地方債 △ △ 

③地方特例交付金 △ △ 

区   分

令和４年度 令和３年度

金額 構成比 増減額 伸び率 金額 構成比 伸び率

（a) (a－b） （b)

1 地 方 税 322,035 33.5 10,561 3.4 311,474 31.9 △ 1.1

2 地方譲与税 7,899 0.8 56 0.7 7,843 0.8 1.7

3 利子割交付金 76 0.0 △ 76 △ 50.0 153 0.0 △ 27.1

4 配当割交付金 1,473 0.2 △ 98 △ 6.2 1,571 0.2 59.6

5 株式等譲渡所得割交付金 1,093 0.1 △ 723 △ 39.8 1,816 0.2 60.7

6 地方消費税交付金 50,179 5.2 1,854 3.8 48,325 4.9 8.7

7 ゴルフ場利用税交付金 1,617 0.2 25 1.6 1,592 0.2 9.2

8 自動車取得税交付金 11 0.0 11 100.0 0 0.0 △ 100.0

9 自動車税環境性能割交付金 761 0.1 △ 20 △ 2.6 781 0.1 11.0

10 法人事業税交付金 4,831 0.5 510 11.8 4,321 0.4 77.4

11 国有提供施設等助成交付金 178 0.0 4 2.3 174 0.0 0.0

12 地方特例交付金等 2,268 0.2 △ 3,958 △ 63.6 6,226 0.6 173.7

13 地方交付税 *1 102,317 10.6 △ 812 △ 0.8 103,129 10.6 16.7

14 交通安全対策特別交付金 230 0.0 △ 21 △ 8.4 251 0.0 △ 1.5

　 小　計（一般財源） 494,968 51.5 7,312 1.5 487,656 49.9 4.9

15 分担金・負担金 4,021 0.4 △ 140 △ 3.4 4,160 0.4 3.1

16 使用料・手数料 11,604 1.2 △ 499 △ 4.1 12,103 1.2 3.0

17 国庫支出金 *2 183,098 19.1 △ 25,245 △ 12.1 208,343 21.3 △ 42.4

18 県支出金 63,566 6.6 3,144 5.2 60,423 6.2 △ 3.4

19 財産収入 3,528 0.4 518 17.2 3,010 0.3 △ 42.4

20 寄 附 金 9,934 1.0 3,447 53.1 6,486 0.7 91.0

21 繰 入 金 30,312 3.2 12,820 73.3 17,493 1.8 △ 37.3

22 繰 越 金 49,327 5.1 9,990 25.4 39,337 4.0 2.8

23 諸 収 入 50,790 5.3 △ 3,678 △ 6.8 54,468 5.6 0.7

24 地 方 債 59,632 6.2 △ 23,254 △ 28.1 82,887 8.5 △ 5.6

うち臨時財政対策債*3 7,048 0.7 △ 22,915 △ 76.5 29,963 3.1 80.2

小　計(特定財源) 465,812 48.5 △ 22,899 △ 4.7 488,710 50.1 △ 25.6

448,531 45.9 △ 2.4

歳　　入　　合　　計 960,780 100.0 △ 15,586 △ 1.6 976,366

△ 48,605 △ 9.2 527,835

100.0 △ 13.0

自主財源（1+15+16+19～23） 481,550 50.1 33,019 7.4

54.1 △ 20.3

○　繰入金、地方税、繰越金等が増加し、国庫支出金、地方債、地方特例交付金等が減少した。

128億円、 73.3 ％ （財政調整基金繰入金の増など）

依存財源（2～14+17+18+24） 479,230 49.9

106億円、 3.4 ％ （固定資産税及び市町村民税の増など）

100億円、 25.4 ％ （新型コロナウイルス感染症の影響による事業の中止に

伴う純繰越金の増）

252億円、 12.1 ％ （子育て世帯等臨時特別支援事業費の減）

233億円、 28.1 ％ （臨時財政対策債の減など）

40億円、 63.6 ％ （新型コロナウイルス減収補填特別交付金の減など）

○　一般財源の歳入に占める割合　51.5％（＋1.5ﾎﾟｲﾝﾄ）
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（２）地方税の内訳

（単位：百万円、％）

１

 (1)

  ア

  イ

  ウ

  エ

  オ

  カ

 (2)

２

 (1)

  ア

  イ

  ウ

 (2)

 ○　歳入の構成比

区　　　　分

令和４年度 令和３年度

金額 構成比 増減額 伸び率 金額 構成比 伸び率

（a) (a－b） （b)

普通税 303,174 94.1 9,993 3.4 293,181 94.1 △ 1.0

   法定普通税 303,174 94.1 9,993 3.4 293,181 94.1 △ 1.0

      市町村民税 134,548 41.8 3,447 2.6 131,101 42.1 △ 0.3

        (ｱ)個人分 109,001 33.8 2,010 1.9 106,991 34.3 △ 1.6

        (ｲ)法人分 25,547 7.9 1,437 6.0 24,110 7.7 6.2

      固定資産税 147,326 45.7 5,361 3.8 141,965 45.6 △ 2.5

      軽自動車税 6,203 1.9 329 5.6 5,875 1.9 3.1

      市町村たばこ税 15,075 4.7 855 6.0 14,220 4.6 6.9

      鉱産税 22 0.0 0 2.2 21 0.0 △ 3.4

      特別土地保有税 0 0.0 0 － 0 0.0 －

   法定外普通税 0 0.0 0 － 0 0.0 －

目的税 18,861 5.9 569 3.1 18,292 5.9 △ 2.2

   法定目的税 18,861 5.9 569 3.1 18,292 5.9 △ 2.2

      入湯税 729 0.2 170 30.5 559 0.2 19.7

      事業所税 3,563 1.1 103 3.0 3,460 1.1 △ 2.6

      都市計画税 14,569 4.5 296 2.1 14,274 4.6 △ 2.8

311,474 100.0 △ 1.1

   法定外目的税 0 0.0 0 － 0

*１ 地方交付税……地方公共団体の自主性を損なわずに、地方財源の均衡化を図り、かつ地方行政の計画的な運営を保障するために、国税の
              　  うち、所得税、法人税、酒税、消費税の一定割合及び地方法人税の全額を、国が地方公共団体に対して交付する税。地方
　　　　　　　　　交付税には、一定の算式により交付される普通交付税と災害等特別の財政事情に応じて交付する特別交付税がある。さら
　　　　　　　　　に特別交付税は、通常分と東日本大震災の災害需要等に対応するために平成23年度に創設された震災復興特別交付税に分
　　　　　　　　　けられる。

*２ 国庫支出金……国が地方公共団体に対して支出する負担金、委託費、または特定の施策の奨励若しくは財政援助のための補助金等。

*３ 臨時財政対策債……地方一般財源の不足に対処するため、地方財政法第5条の特例として発行される地方債。その元利償還金については、
　　　　　　　　　　　翌年度以降の普通交付税の基準財政需要額に全額算入されるため、交付税の代替的なものと言われている。

0.0 －

合　　　　　計 322,035 100.0 10,561 3.4
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51.5%
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地 方 税
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5.2%
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0.8%
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19.1%
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6.2%
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諸 収 入
5.3%

繰 越 金
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7.9
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6.6 6.4

5.4
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14.7 17.9
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4.8

5.6
5.3

13.8 14.8
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7.4 8.3 7.8 8.5 6.2
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41.4
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H30 R元 R2 R3 R4
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諸収入

その他特財

その他一財

地方交付税

地方税

一般財源比率

（%）

歳入総額

9,607億80百万円
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５　歳出

（１）目的別歳出
（単位：百万円、％）

  ・増加

①土木費 ＋ ＋ 

②衛生費 ＋ ＋ 

  ・減少

①民生費 △ △ 

②総務費 △ △ 

③教育費 △ △ 

 ○　目的別歳出の構成比

区   分

令和４年度 令和３年度

金額 構成比 増減額 伸び率 金額 構成比 伸び率

（a) (a－b） （b)

1 議　会　費 5,318 0.6 32 0.6 5,285 0.6 △ 2.3

2 総　務　費 112,061 12.3 △ 4,870 △ 4.2 116,931 12.7 △ 61.9

3 民　生　費 310,710 34.2 △ 24,387 △ 7.3 335,097 36.4 15.9

4 衛　生　費 83,528 9.2 4,719 6.0 78,809 8.6 17.3

5 労　働　費 554 0.1 △ 93 △ 14.4 647 0.1 △ 23.7

6 農林水産業費 21,417 2.4 332 1.6 21,085 2.3 0.2

7 商　工　費 57,212 6.3 168 0.3 57,044 6.2 △ 10.6

8 土　木　費 120,457 13.3 14,345 13.5 106,112 11.5 6.6

9 消　防　費 29,769 3.3 334 1.1 29,435 3.2 △ 9.3

10 教　育　費 97,665 10.7 △ 1,287 △ 1.3 98,953 10.8 △ 11.3

11 災害復旧費 1,642 0.2 △ 696 △ 29.8 2,337

12 公　債　費 68,670 7.6 573 0.8

△ 5.2 2 0.0 皆増

0.3 △ 82.6

68,097 7.4

909,003 100.0 △ 10,830 △ 1.2

0.7

13 諸 支 出 金 2 0.0 △ 0

919,833 100.0 △ 14.8

○　土木費、衛生費等が増加し、民生費、総務費、教育費等が減少した。

143億円、 13.5 ％ （宇都宮駅東口地区整備事業費及びLRT整備費の増など）

歳 出 合 計

47億円、 6.0 ％ （ごみ収集委託費（宇都宮市）及びごみ処理施設整備費の増など）

243億円、 7.3 ％ （子育て世帯等臨時特別支援事業費の減）

49億円、 4.2 ％ （減債基金への積立金の減など）

13億円、 1.3 ％ （義務教育学校整備事業（下野市）の減など）

（%）

11.5 11.1

28.5
12.7 12.3

34.2 35.0

26.8

36.4 34.2

9.0 8.9
6.2

8.6 9.2
5.7 5.3

5.9
6.2 6.3

11.8 11.7
9.2 11.5 13.3

11.5 11.4
10.3 10.8 10.7

8.8 8.5 6.3 7.4 7.6
7.5 8.1 6.8 6.4 6.4

H30 R元 R２ R3 R4

その他

公債費

教育費

土木費

商工費

衛生費

民生費

総務費

歳出総額

9,090億03百万円
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（２）性質別歳出

（単位：百万円、％）

  1 人　件　費

  2 物　件　費

  3 維持補修費

  4 扶　助　費
*1

  5 補 助 費 等
*2

  6 普通建設事業費

うち単独事業費

  7 災害復旧事業費

  8 公　債　費

  9 積　立　金

 10 投資及び出資金

 11 貸　付　金

 12 繰　出　金
*3

　 歳 出 合 計　 歳 出 合 計

　義務的経費
*4
（1+4+8）

　投資的経費
*5
（6+7）

  ・増加

①補助費等 ＋ ＋ 

②物件費 ＋ ＋ 

  ・減少

①扶助費 △ △ 

②積立金 △ △

③貸付金 △ △

 ○　性質別歳出の構成比

区   分

令和４年度 令和３年度

金額 構成比 増減額 伸び率 金額 構成比 伸び率

（a) (a－b） （b)

129,985 14.3 734 0.6 129,252 14.1 0.1

0.8 △ 3.0

135,769 14.9 9,875 7.8 125,894 13.7

△ 25,660 △ 11.0 232,866 25.3

7.8

6,960 0.8 △ 32 △ 0.5 6,993

25.1

98,943 10.9 12,927 15.0 86,016 9.4 △ 70.5

207,206 22.8

6.5 △ 17.2

121,619 13.4 640 0.5 120,980 13.2

△ 695 △ 29.8 2,337 0.3

△ 9.7

52,463 5.8 △ 7,446 △ 12.4 59,909

△ 82.6

68,669 7.6 572 0.8 68,097 7.4 0.7

1,642 0.2

0.4 38.3

30,974 3.4 △ 5,274 △ 14.5 36,247 3.9

△ 3,256 △ 7.6 42,696 4.6

65.0

2,915 0.3 △ 439 △ 13.1 3,353

△ 2.3

64,882 7.1 △ 219 △ 0.3 65,102 7.1 0.1

39,439 4.3

909,003 100.0 △ 10,830 △ 1.2 919,833 100.0

123,317 13.4

△ 14.8

405,859 44.6 △ 24,355 △ 5.7 430,214 46.8 12.4

△ 16.4

○　補助費、物件費等が増加し、扶助費、積立金、貸付金等が減少した。

129億円、 15.0 ％ （国民体育大会開催補助金及び物価高騰対策に係る補助金の増など）

123,261 13.6 △ 56 0.0

（減債基金への積立金の減など）

99億円、 7.8 ％ （ごみ収集委託費（宇都宮市）及び施設管理運営委託費の増など）

257億円、 11.0 ％ （子育て世帯等臨時特別支援事業費の減）

53億円、 14.5 ％

*１ 扶助費……地方公共団体が生活保護法、児童福祉法、老人福祉法等に基づき、被扶助者に支給する費用（独自の支出を含む）をいう。

*２ 補助費等……報償費、負担金、補助金、交付金、賠償金、寄附金など。支出の目的、根拠、対象等によって多種多様な支出事項がある。

*３ 繰出金……一般会計と特別会計又は特別会計相互間において支出される経費。また、定額の資金を運用するための基金への支出も含まれる。
            　なお、市町村から後期高齢者医療広域連合の特別会計への負担金も、繰出金に計上される。

*４ 義務的経費……地方公共団体の歳出のうち、その支出が義務づけられ、任意に削減できないため硬直性が強い経費のこと。職員の給与等の
                　人件費、生活保護等の扶助費及び地方債の元利償還金等の公債費からなっている。

*５ 投資的経費……道路、橋りょう、公園、学校、公営住宅の建設等社会資本の整備に要する経費であり、普通建設事業費、災害復旧事業費及
                　び失業対策事業費からなっている。

33億円、 7.6 ％ （中小企業融資資金預託金の減など）

義務的経費
44.6%

投資的経費
13.6%

その他の経費
41.8%

人件費

14.3%

扶助費
22.8%

公債費
7.6%

普通建設事業費
13.4%

災害復旧事業費

0.2%

物件費
14.9%

繰出金

7.1%

補助費等
10.9%

貸付金
4.3%

積立金
3.4%

その他
1.1%

（%）

15.4 15.1 12.0 14.1 14.3

21.7 22.1
17.2

25.3 22.8

8.8 8.5

6.3

7.4 7.6

14.0 16.0

13.7

13.4 13.6

13.5 13.7

10.8

13.7 14.9

9.7 9.3

6.0 

7.1 7.1

16.9 15.3

34.0 
19.0 19.7 

H30 R元 R2 R3 R4

その他

繰出金

物件費

投資的経費

公債費

扶助費

人件費

歳出総額

9,090億03百万円
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（３）普通建設事業費の内訳

（単位：百万円、％）

区　　　分 金　額 構成比 増減額 伸び率 金　額 構成比 伸び率

(a) ％ (a-b) ％ (b) ％ ％

  1 議　会　費 5 0.0 2 122.3 2 0.0 △ 56.2

  2 総　務　費 8,078 6.6 △ 3,345 △ 29.3 11,424 9.4 △ 41.6

  3 民　生　費 3,393 2.8 △ 2,075 △ 38.0 5,468 4.5 13.1

  4 衛　生　費 7,006 5.8 631 9.9 6,376 5.3 △ 17.5

  5 労　働　費 28 0.0 △ 45 △ 61.4 73 0.1 861.7

  6 農林水産業費 4,946 4.1 △ 221 △ 4.3 5,168 4.3 3.9

  7 商　工　費 2,675 2.2 1,228 84.9 1,447 1.2 △ 54.3

  8 土　木　費 76,887 63.2 12,658 19.7 64,229 53.1 12.1

　(1) 道路橋りょう費 19,911 16.4 135 0.7 19,776 16.3 2.3

　(2) 都市計画費 50,601 41.6 13,945 38.0 36,656 30.3 11.9

　(3) 住宅費 1,807 1.5 △ 871 △ 32.5 2,678 2.2 22.0

　(4) その他 4,567 3.8 △ 551 △ 10.8 5,118 4.2 69.0

  9 消　防　費 3,095 2.5 17 0.6 3,078 2.5 △ 36.4

 10 教　育　費 15,505 12.7 △ 8,211 △ 34.6 23,715 19.6 △ 24.9

　(1) 小学校費 4,783 3.9 △ 509 △ 9.6 5,292 4.4 △ 49.9

　(2) 中学校費 3,445 2.8 559 19.4 2,886 2.4 △ 41.7

　(3) その他 7,277 6.0 △ 8,260 △ 53.2 15,537 12.8 106.1

 11 諸 支 出 金 2 0.0 △ 0 △ 5.2 2 0.0 皆増

　 合　　　 計 121,619 100.0 640 0.5 120,980 100.0 △ 9.7

令　和　４　年　度 令　和　３　年　度
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６　財政構造の弾力性等

 ○　主な指標

（単位：百万円、％）

※注２　地方債現在高の括弧内数値は、臨時財政対策債を除いた数値

(参考)

経常収支比率 実質公債費比率 将来負担比率 地方債現在高 基金現在高

県内
市町平均

(参考)
全国平均

県内
市町平均

(参考)
全国平均

県内
市町平均

(参考)
全国平均

現在高 伸び率 現在高 伸び率

H30 90.6 93 6 6.1 18 28.9
610,079 △ 0.8 200,578 3.8

(339,384) （△ 1.2)

R元 90.6 93.6 5.8 5.8 19.0 27.4
614,802 0.8 184,113 △ 8.2

(348,441) (2.7)

R２ 89.2 93.1 5.5 5.7 18.6 24.9
637,542 3.7 182,541 △0.9

(377,376) (8.3)

R３ 84.7 88.9 5.4 5.5 16.3 15.4
654,280 2.6 206,273 13.1

(387,956) (2.8)

R４ 88.8 92.2 5.5 5.5 11.8

※注１　経常収支比率、実質公債費比率の県内市町平均は単純平均。

8.8
647,103 △ 1.1 215,426 4.4

(398,092) (2.6)

・ 経常収支比率*1 88.8％（＋4.1ポイント)

・ 実質公債費比率*2 5.5％(＋0.1ポイント)

早期健全化基準である25％以上の団体 なし
起債にあたり許可が必要となる18％以上の団体 なし

・ 地方債現在高 6,471億円(△1.1％)

・ 基金*3現在高 2,154億円(＋4.3％)
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主な財政指標
（単位：％）

R４ R３ 増減 R４ R３ 増減

92.1 86.6 5.5 3.9 4.1 △ 0.2

88.2 86.7 1.5 4.7 5.6 △ 0.9

92.9 89.0 3.9 8.1 8.5 △ 0.4

92.1 89.3 2.8 2.1 1.8 0.3

89.6 85.2 4.4 1.8 1.9 △ 0.1

97.3 92.8 4.5 8.1 8.1 0.0

89.0 84.7 4.3 6.2 6.0 0.2

88.4 86.2 2.2 5.0 4.6 0.4

94.1 89.2 4.9 6.2 6.0 0.2

89.8 85.0 4.8 8.6 8.8 △ 0.2

93.5 89.5 4.0 3.0 3.1 △ 0.1

93.6 87.8 5.8 7.8 7.9 △ 0.1

87.1 83.8 3.3 7.0 6.4 0.6

89.8 84.5 5.3 2.9 2.1 0.8

83.5 79.9 3.6 6.6 5.9 0.7

86.9 85.3 1.6 7.0 6.7 0.3

90.6 82.9 7.7 8.2 8.1 0.1

91.1 81.3 9.8 5.7 5.6 0.1

81.6 79.1 2.5 1.7 1.8 △ 0.1

82.4 78.6 3.8 5.6 5.7 △ 0.1

88.9 90.2 △ 1.3 7.3 7.0 0.3

77.4 77.5 △ 0.1 3.6 3.5 0.1

82.4 74.1 8.3 1.4 0.8 0.6

90.5 83.6 6.9 7.1 6.9 0.2

86.6 85.4 1.2 8.1 8.3 △ 0.2

91.3 87.2 4.1 5.4 5.4 0.0

85.6 81.6 4.0 5.7 5.5 0.2

88.8 84.7 4.1 5.5 5.4 0.1

92.2 88.9 3.3 5.5 5.5 0.0

※各平均は単純平均である。

(全国市区町村平均は加重平均）

経常収支比率 実質公債費比率

宇都宮市

足利市

栃木市

佐野市

鹿沼市

日光市

小山市

真岡市

大田原市

矢板市

那須塩原市

さくら市

那須烏山市

下野市

上三川町

県内町平均

益子町

茂木町

市貝町

芳賀町

壬生町

野木町

県内市町平均

（参考）全国市区町村平均 

*１ 経常収支比率……人件費、扶助費、公債費のように毎年度経常的に支出される経費（経常的経費）に充当された一般財源等の額が、地方
　　　　　　　　　　税、普通交付税を中心とする毎年度経常的に収入される一般財源等（経常一般財源等）、減収補填債特例分及び臨時財
　　　　　　　　　　政対策債の合計額に占める割合。

*２ 実質公債費比率……借入金（地方債）の返済額及びこれに準じる額の大きさを指標化し、資金繰りの程度を示すもの。

*３ 積立金……財政調整基金、減債基金及びその他特定目的基金をいう。

塩谷町

高根沢町

那須町

那珂川町

県内市平均
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（１）経常収支比率等の推移

（単位：％）

市 平 均 92.5 (97.8) 93.0 (97.5) 91.4 (96.1) 87.2 (93.1) 91.3 (92.8)

町 平 均 88.2 (92.3) 87.5 (91.6) 86.4 (90.5) 81.6 (85.9) 85.6 (87.2)

市 町 平 均 90.6 (95.4) 90.6 (94.9) 89.2 (93.6) 84.7 (89.9) 88.8 (90.3)

93.0 93.6 93.1 88.9 92.2

市 平 均 24.3 (25.7) 24.7 (25.9) 25.5 (26.8) 23.8 (25.4) 24.7 (25.1)

町 平 均 23.5 (24.6) 23.3 (24.4) 23.9 (25.1) 22.5 (23.7) 23.3 (23.7)

市 町 平 均 23.9 (25.2) 24.1 (25.3) 24.8 (26.0) 23.2 (24.6) 24.1 (24.5)

市 平 均 16.0 (16.9) 16.0 (16.8) 15.7 (16.5) 14.9 (15.9) 15.6 (15.9)

町 平 均 12.0 (12.6) 12.0 (12.6) 11.8 (12.3) 11.2 (11.8) 11.8 (12.1)

市 町 平 均 14.2 (15.0) 14.2 (15.0) 14.0 (14.7) 13.3 (14.1) 14.0 (14.2)

市 平 均 13.5 13.2 12.7 12.4 12.5

町 平 均 10.0 10.0 9.5 9.3 9.5

市 町 平 均 11.9 11.8 11.3 11.0 11.2
　注１　県数値は単純平均。
　　２　全国平均は加重平均。
　　３　（　）内は臨時財政対策債及び減収補てん債を分母から控除した数値。

R３ R４

公債費負担比率
栃
木
県

経常収支比率

栃
木
県

全 国 平 均

うち
人件費分

栃
木
県

うち
公債費分

栃
木
県

H30 R元 R２区　　　分

90.2 
91.3 

90.0 

92.5 92.8 93.0 93.6 93.1

88.9

92.2

88.1 88.4 

86.7 

89.6 89.0 
90.6 90.6

89.2

84.7

88.8

75.0

80.0

85.0

90.0

95.0

100.0

H25 H26 H27 H28 H29 H30 R元 R2 R3 R4

全国平均（加重平均）

県平均（単純平均）

経常収支比率の推移（%）
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（２）地方債現在高の状況

（目的別） （単位：百万円、％）

区　　　分 金　額 構成比 増減額 伸び率 金　額 構成比 伸び率

(a) ％ (a-b) ％ (b) ％ ％

１ 公共事業等債 54,692 8.5 7,134 15.0 47,558 7.3 13.0

２ 防災・減災・国土強靱化緊急対策事業債 8,817 1.4 3,841 77.2 4,976 0.8 322.5

３ 公営住宅建設事業債 5,995 0.9 △ 314 △ 5.0 6,309 1.0 △ 4.0

４ 災害復旧事業債 10,929 1.7 94 0.9 10,835 1.7 3.5

５ （旧）緊急防災・減災事業債 1,120 0.2 △ 1,104 △ 49.6 2,224 0.3 △ 34.6

６ 全国防災事業債 1,516 0.2 △ 340 △ 18.3 1,856 0.3 △ 15.5

７ 教育・福祉施設等整備事業債 56,855 8.8 △ 601 △ 1.0 57,456 8.8 △ 0.8

８ 一般単独事業債 186,344 28.8 △ 3,025 △ 1.6 189,369 28.9 0.2

９ 辺地対策事業債 2,024 0.3 408 25.2 1,616 0.2 11.4

10 過疎対策事業債 8,591 1.3 576 7.2 8,015 1.2 1.5

11 公共用地先行取得等事業債 50 0.0 △ 12 △ 19.4 62 0.0 △ 17.0

13 国の予算貸付等 48 0.0 △ 15 △ 23.8 63 0.0 △ 18.7

14 財源対策債 40,113 6.2 5,189 14.9 34,924 5.3 12.3

15 減収補てん債(S61､H5～7･9～30、R1～4年度) 3,738 0.6 △ 142 △ 3.7 3,880 0.6 △ 0.9

16 減税補てん債 1,837 0.3 △ 986 △ 34.9 2,823 0.4 △ 29.8

18 臨時財政対策債 249,011 38.5 △ 17,314 △ 6.5 266,325 40.7 2.4

19 減収補てん債特例分(H14,H19～30、R1～4年度) 1,068 0.2 △ 54 △ 4.8 1,122 0.2 △ 3.5

20 県 貸 付 金 8,872 1.4 △ 2 0.0 8,874 1.4 14.4

21 猶予特例債 0 0.0 0 － 0 0.0 皆減

22 特別減収対策債 60 0.0 △ 7 △ 10.4 67 0.0 0.0

23 そ　の　他 5,423 0.8 △ 506 △ 8.5 5,929 0.9 △ 5.9

　 合　　　 計 647,103 100.0 △ 7,177 △ 1.1 654,280 100.0 2.7

（借入先別） （単位：百万円、％）

区　　　分 金　額 構成比 増減額 伸び率 金　額 構成比 伸び率

(a) ％ (a-b) ％ (b) ％ ％

１ 財政融資資金 302,345 46.7 7,605 2.6 294,740 45.0 5.1

２ 旧郵政公社資金 4,673 0.7 △ 1,872 △ 28.6 6,545 1.0 △ 23.8

３ 地方公共団体金融機構資金 124,773 19.3 617 0.5 124,156 19.0 12.2

４ 国の予算貸付等 48 0.0 △ 15 △ 23.8 63 0.0 △ 18.7

５ ゆうちょ銀行 0 0.0 0 － 0 0.0 －

６ 市 中 銀 行 125,665 19.4 △ 7,881 △ 5.9 133,546 20.6 △ 5.2

７ その他の金融機関 61,447 9.5 △ 4,485 △ 6.8 65,932 9.9 △ 3.3

８ かんぽ生命保険 0 0.0 0 － 0 0.0 －

９ 保険会社等 0 0.0 0 － 0 0.0 －

10 市場公募債 60 0.0 △ 60 △ 50.0 120 0.0 △ 36.8

11 共 済 等 19,334 3.0 △ 1,024 △ 5.0 20,358 3.1 △ 1.4

12 そ　の　他 8,758 1.4 △ 64 △ 0.7 8,822 1.4 12.8

　 合　　　 計 647,103 100.0 △ 7,177 △ 1.1 654,280 100.0 2.7

令　和　４　年　度 令　和　３　年　度

令　和　４　年　度 令　和　３　年　度

 13 



（３）債務負担行為の状況
（単位：百万円、％）

区　　　分 次年度以 構成比 増減額 伸び率 次年度以 構成比 伸び率
降支出予 降支出予
定額 (a) ％ (a-b) ％ 定額 (b) ％ ％

 １ 物件の購入等 26,029 11.8 △ 19,109 △ 42.3 45,138 27.1 1.6

 ２ 債務保証・損失補償 0 0.0 0    - 0 0.0 △ 100.0

 ３ そ　の　他 194,772 88.2 73,371 60.4 121,401 72.9 19.8

 ４ その他実質的な債務負担 0 0.0 0    - 0 0.0    -

　 合　　　 計 220,801 100.0 54,262 32.6 166,539 100.0 14.2

令和４年度 令和３年度

3,724 
3,613 3,600 

3,508 

3,435 3,394 3,484 3,774 3,880 3,981

2,479 2,616 2,688 2,704 2,713 2,707 2,664 
2,602 2,663 2,490

8.6 
8.0 

7.4 
6.9 6.4 

6.1 5.8 5.7 5.5 5.5

8.3 
7.6 

6.8 
6.4 6.3 6.0 5.8 5.5 5.4 5.5 5.0

7.0

9.0

11.0

13.0

15.0

17.0

19.0

21.0

23.0

H25 H26 H27 H28 H29 H30 R元 R2 R3 R4
0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

7,000

臨時財政対策債

現在高

地方債現在高

（臨財債除く）

実質公債費比率

（全国平均：加重）

実質公債費比率

（県平均：単純）

6,203 6,148 6,101 6,148
6,375 6,543

6,229 6,288

地方債現在高及び実質公債費比率の推移
（億円） （%）

6,212
6,471

6,203 6,229 6,288 6,212 6,148 6,101 6,148 6,375 6,543 6,471

814 860 870 941 1,125 1,354 1,301 
1,459

1,665
2,208

5,225 5,259 5,289 5,264 5,342 5,449 5,608 
6,009 6,145

6,524

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

7,000

8,000

9,000

10,000

H25 H26 H27 H28 H29 H30 R元 R2 R3 R4
地方債現在高 債務負担行為による

翌年度以降支出予定額

将来にわたる財政負担額

7,071 7,1587,089 7,274 7,449
7,834

8,679

将来にわたる財政負担額の推移

7,153

8,208

※「将来にわたる財政負担額」＝「地方債現在高」＋「債務負担行為による翌年度以降支出予定額」－「積立金現在高」

7,455

（億円）
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（４）積立金現在高の状況

（単位：百万円、％）

区　　　分 金　額 構成比 増減額 伸び率 金　額 構成比 伸び率
(a) ％ (a-b) ％ (b) ％ ％

 １ 財政調整基金 80,776 37.5 2,504 3.2 78,272 37.9 17.7

 ２ 減 債 基 金 28,577 13.3 1,027 3.7 27,550 13.4 45.9

 ３ その他特定目的基金 106,074 49.2 5,623 5.6 100,451 48.7 3.6

　　合　　　計 215,426 100.0 9,153 4.4 206,273 100.0 13.1

令和４年度 令和３年度

707 732 728 725 742 748 
628 665

783 808

282 265 261 245 238 229 

213 189

276 286

802 834 880 918 
951 1,029 

1,000 971

1,007 1,06140.5
41.6 42.2 42.7

43.9
45.3

41.9
40.5

44.2

47.1

20

25

30

35

40

45

50

0

500

1,000

1,500

2,000

H25 H26 H27 H28 H29 H30 R元 R2 R3 R4

財政調整基金 減債基金 その他特定目的基金 積立金対

標準財政規模比

（億円）

1,869
1,791

1,830

2,063

1,841

積立金現在高の推移

1,888 1,931

2,155

（％）

1,825

2,066
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７ 財政健全化法に基づく指標の状況 

 

１ 健全化判断比率について 

・実質赤字比率及び連結実質赤字比率については、25 市町すべてにおいて赤字を生じなかったため、 

比率の算定される団体はなかった。 

・実質公債費比率については、早期健全化基準（25％）以上の団体はなかった。 

・将来負担比率については、早期健全化基準（350％）以上の団体はなかった。 

・県内 2５市町に係る健全化判断比率の概況は別表のとおり。 

 

２ 資金不足比率について 

・県内市町及び一部事務組合が経営する公営企業に係る 7６の会計のすべてについて資金不足を生じ 

なかったため、比率の算定される会計はなかった。 

 

 

【参考】 

・健全化判断比率……実質赤字比率、連結実質赤字比率、実質公債費比率及び将来負担比率の４つの指標からなり、   

すべての市町において市町ごとに算定する指標。早期健全化基準以上となった場合、財政再生基準

以上となった場合は、それぞれ計画策定義務等一定の義務が生じる。 

 

・資金不足比率………公営企業を経営する市町及び公営企業を経営する一部事務組合等において、公営企業に係る  

会計ごとに算定する指標。経営健全化基準以上となった場合は、その会計について、計画策定義

務等一定の義務が生じる。 

 

指標の種類 算  定  対  象 
早期健全化 

基   準 

財政再生 

基  準 

 

 

 

健

全

化

判

断

比

率 

 

 

 

 

実 質 赤 字 比 率 

各市町において、一般会計等に係る赤字額の標準財政規

模に対する割合として算定 

財政規模により

11.25～ 

15.00％ 

 

20％ 

 

連 結 実 質 赤 字 比 率 

 

各市町において、すべての会計を合計した場合の赤字額

の標準財政規模に対する割合として算定 

 

財政規模により

16.25～ 

20.00％ 

 

30％ 

 

実 質 公 債 費 比 率 

各市町において、公債費及び公債費に準じる費用の標準

財政規模等に対する割合として算定 

（３か年平均値として算定） 

 

25％ 

 

35％ 

 

将 来 負 担 比 率 

各市町において、前年度末における将来負担額から充当

可能基金額などを控除した後の額の標準財政規模等に

対する割合として算定 

 

350％ 

 

－ 

 

資 金 不 足 比 率 

公営企業を経営する市町及び一部事務組合等において、

公営企業に係る会計ごとの資金不足額の事業規模に対

する割合として算定 

経営健全化基準  

－  

20％ 

                   

 

 

 

 

 



 17

令和４（2022）年度決算に基づく健全化判断比率

（単位：％）

R4 R3 増減 R4 R3 増減 R4 R3 増減 R4 R3 増減

- - - - - - 3.9 4.1 △ 0.2 43.1 19.2 23.9

- - - - - - 4.7 5.6 △ 0.9 - - -

- - - - - - 8.1 8.5 △ 0.4 20.9 20.9 0.0

- - - - - - 2.1 1.8 0.3 - - -

- - - - - - 1.8 1.9 △ 0.1 - - -

- - - - - - 8.1 8.1 0.0 50.6 56.0 △ 5.4

- - - - - - 6.2 6.0 0.2 78.7 85.3 △ 6.6

- - - - - - 5.0 4.6 0.4 - - -

- - - - - - 6.2 6.0 0.2 37.0 51.9 △ 14.9

- - - - - - 8.6 8.8 △ 0.2 7.3 29.1 △ 21.8

- - - - - - 3.0 3.1 △ 0.1 - - -

- - - - - - 7.8 7.9 △ 0.1 - - -

- - - - - - 7.0 6.4 0.6 - - -

- - - - - - 2.9 2.1 0.8 - - -

- - - - - - 6.6 5.9 0.7 - - -

- - - - - - 7.0 6.6 0.4 5.0 21.1 △ 16.1

- - - - - - 8.2 8.1 0.1 0.8 11.6 △ 10.8

- - - - - - 5.7 5.6 0.1 - - -

- - - - - - 1.7 1.8 △ 0.1 38.9 74.6 △ 35.7

- - - - - - 5.6 5.7 △ 0.1 - 0.8 -

- - - - - - 7.3 7.0 0.3 - 8.9 -

- - - - - - 3.6 3.5 0.1 - - -

- - - - - - 1.4 0.8 0.6 - - -

- - - - - - 7.1 6.9 0.2 12.2 28.4 △ 16.2

- - - - - - 8.1 8.3 △ 0.2 - - -

－ － － － － － 5.4 5.4 0.0 17.0 18.7 △ 1.7

－ － － － － － 5.7 5.5 0.2 5.2 13.2 △ 8.0

－ － － － － － 5.5 5.4 0.1 11.8 16.3 △ 4.5

備考

1　実質赤字額又は連結実質赤字額がない場合及び将来負担比率が算定されない場合は、「－」を記載している。

2　実質公債費比率及び将来負担比率の早期健全化基準は各市町共通でそれぞれ25%、350%である。

那須塩原市

那珂川町

那須町

高根沢町

塩谷町

上三川町

下野市

那須烏山市

県内市町平均

県内町平均

県内市平均

佐野市

栃木市

足利市

小山市

日光市

鹿沼市

さくら市

宇都宮市

野木町

壬生町

芳賀町

市貝町

茂木町

益子町

矢板市

大田原市

真岡市

将来負担比率実質赤字比率 連結実質赤字比率 実質公債費比率
　　　　健全化判断比率

地方公共団体の名称
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参考 各比率等の解説 

1 実質赤字比率 

当該地方公共団体の一般会計等を対象とした実質赤字額の標準財政規模（地方公共団体の標準的な状態で通常収入されるであろう経常

的一般財源の規模を示すもの）に対する比率。福祉、教育、まちづくり等を行う地方公共団体の一般会計等の赤字の程度を指標化し、財

政運営の悪化の度合いを示す指標ともいえる。 

   一般会計等に係る実質赤字額（繰上充用額＋支払繰延額＋事業繰越額）  

                                            × １００（％）        
                            標準財政規模（※） 
 

※ 標準財政規模…地方公共団体の標準的な状態で通常収入されるであろう経常的一般財源の規模を示すも 

ので、標準税収入額等に普通交付税と臨時財政対策債発行可能額を加算した額。次の算式で算定する。 

 

標準財政規模＝（基準財政収入額－地方譲与税等）× １００／７５  ＋ 地方譲与税等  

＋ 普通交付税＋臨時財政対策債発行可能額 

 

２ 連結実質赤字比率 

公営企業会計を含む当該地方公共団体の全会計を対象とした実質赤字額又は資金の不足額の標準財政規模に対する比率。すべての会計

の赤字や黒字を合算し、地方公共団体全体としての赤字の程度を指標化し、地方公共団体全体としての財政運営の悪化の度合いを示す指

標ともいえる。 

 連結実質赤字額（赤字会計の実質赤字額・資金不足額の合計－黒字会計の実質黒字額・資金剰余額の合計）  

                                                    × １００（％）       

             標準財政規模（標準税収入額等＋普通交付税＋臨時財政対策債発行可能額）                            
      

３ 実質公債費比率 

当該地方公共団体の一般会計等が負担する元利償還金及び準元利償還金の標準財政規模を基本とした額※に対する比率。借入金(地方

債)の返済額及びこれに準じる額の大きさを指標化し、資金繰りの程度を示す指標ともいえる。比率は３ヵ年平均値として算定される。 

※ 標準財政規模から元利償還金等に係る基準財政需要額算入額を控除した額（将来負担比率において同じ。）。 

                          （Ａ＋Ｂ）－（Ｃ＋Ｄ） 

             実質公債費比率＝                               × １００（％）の 3 ヵ年平均値 
                              Ｅ－Ｄ 

Ａ：地方債の元利償還金（繰上償還等を除く。） 

Ｂ：地方債の元利償還金に準ずるもの 

Ｃ：元利償還金等に充てられた都市計画税及び特定財源 

Ｄ：普通交付税の額の基準財政需要額に算入された地方債の元利償還金 

Ｅ：標準財政規模（標準税収入額等＋普通交付税＋臨時財政対策債発行可能額） 

 

４ 将来負担比率 

地方公社や損失補償を行っている出資法人等に係るものも含め、当該地方公共団体の一般会計等が将来負担すべき実質的な負債の標準

財政規模を基本とした額※に対する比率。地方公共団体の一般会計等の借入金(地方債)や将来支払っていく可能性のある負担等の現時点で

の残高を指標化し、将来財政を圧迫する可能性の度合いを示す指標ともいえる。 

                          Ａ－（Ｂ＋Ｃ＋D） 
              将来負担比率＝                  × １００（％） 
                            Ｅ－Ｆ 

Ａ：前年度末の確定債務と負担が見込まれる債務の合計値 

Ｂ：前年度末の充当可能基金の現在高 

Ｃ：債務の償還財源に充当可能な特定の歳入の収入見込額 

Ｄ：前年度末の地方債残高に係る基準財政需要額算入見込額 

Ｅ：標準財政規模（標準税収入額等＋普通交付税＋臨時財政対策債発行可能額） 

Ｆ：事業費補正により基準財政需要額に算入された公債費等 

 

５ 資金不足比率 

当該地方公共団体の公営企業会計ごとの資金の不足額の事業の規模に対する比率。公営企業の資金不足を、公営企業の事業規模である

料金収入の規模と比較して指標化し、経営状態の悪化の度合いを示す指標ともいえる。 

当該会計の資金不足額（当期の現金収入が当期の現金支出に不足する額）  

                                            × １００（％）        
                      当該会計の事業規模（当期の利用料金収入等） 

 


